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第１章 はじめに 

１．背景と目的 

松茂町（以下、「本町」という。）では、これまで安全で快適な生活環境の実現と地域の水環境の

保全を目的として、下水道施設の整備・拡充を進めてきました。 

しかしながら、施設の老朽化による更新需要の増大、人口減少や少子高齢化に伴う料金収入の減

少、さらには厳しい財政状況など、今後の事業運営には多くの課題が存在しています。 

こうした背景のもと、国においても下水道事業の持続可能な経営を推進するための各種指針が示さ

れており、地方公共団体には経営環境の変化を踏まえた中長期的な視野に立った経営戦略の策定が

求められています。 

本町としても、持続可能で安定的な下水道事業経営を実現するため、経営環境の変化を適切に把

握し、施設の効率的な維持管理・更新投資の最適化、財政収支の安定化、経営基盤の強化を図る

ことを目的として、「松茂町下水道事業経営戦略」を策定するものです。 

本経営戦略では、将来の人口動態や財政見通しを考慮したうえで、具体的な取り組み内容を示す

とともに、PDCA サイクルを活用した進捗管理により、事業の持続性を高め、住民生活の向上及び良好

な水環境の保全に貢献することを目指します。 

 

２．経営戦略の位置付け 

下水道事業経営戦略は、地方公営企業である下水道事業が、中長期的な視点に立って持続可

能かつ安定的に運営されるための基本方針を示すものであり、地方公営企業法に基づき、地方公共団

体が経営の効率化・健全化を図るために策定する自主的な中長期計画であり、施設の更新・財政収

支・料金設定の見通しなどを体系的に示す戦略文書です。 

国（総務省）が示す「経営戦略策定・改定マニュアル」（令和 4 年 1 月改定）に基づき、各自治

体が将来の需要・施設の老朽化・収支予測などを分析し、戦略的に施設更新や料金見直しを進める

ための計画として位置づけられます。 

 

３．計画期間 

策定年月：令和７年３月 

計画期間：令和７年度～令和 16 年度 
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第 2 章 下水道事業の概要 

１．事業の現況 

（１）施設現況 

本町における汚水処理は、旧吉野川流域関連松茂公共下水道事業と農業集落排水事業として

長岸、中喜来、北川向の 3 地区で実施されています。また、中喜来団地、松茂西団地、松茂ニュータ

ウン地区で集中浄化槽が設置されています。 

このうち、下水道事業経営戦略の対象施設は次のとおりです。 

 

■施設 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

事業区分 
供用開始年度 

（供用開始後年数） 

法適(全部適用・一部

適用)非適の区分 

公共下水道事業 
平成 21 年度 

(供用開始後 15 年) 

法適用(全部） 

令和 3 年４月移行 

農業集落排水事業 

(長岸処理区) 

平成 7 年度 

(供用開始後 29 年) 

農業集落排水事業 

(中喜来処理区) 

平成 10 年度 

(供用開始後 26 年) 

農業集落排水事業 

(北川向処理区) 

平成 13 年度 

(供用開始後 23 年) 

コミュニティプラント事業 

（松茂ニュータウン） 

昭和 61 年度 

(供用開始後 38 年) 

処理区域内 

人口密度 

事業区分 
流域下水道等への 

接続の有無 

公共下水道事業 22.6 人/ha(R6 年度見込) 

処理区域内人口と面積(5,355 人、237ha) 

旧吉野川流域下水道

に接続 

農業集落排水事業 13.3 人/ha(R6 年度見込) 

処理区域内人口と面積(1,600 人、120ha) 
接続無し 

コミュニティプラント 61.6 人/ha(R6 年度見込) 

処理区域内人口と面積(616 人、10ha) 
接続無し 

処理区数 

５処理区 

公共下水道事業    １処理区 

農業集落排水事業          ３処理区 

コミュニティプラント    １処理区 

処理場数 

４処理場 

公共下水道事業（徳島県管理の旧吉野川浄化センターで処理） 

農業集落排水事業    ３処理場 

コミュニティプラント  １処理場 

広域化・共同化・最適

化実施状況 

公共下水道は、旧吉野川流域下水道へ接続し、構成団体と徳島県が一体と

なり、下水道整備を行っています。 

公共下水道事業、農業集落排水事業、ミュニティプラントを下水道事業として経

営統合しました（令和 3 年 4 月） 
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（２）料金体系の概要 

現行の料金体系は、使用者が排除した汚水量に応じた料金体系としており、下水道経営の要である

使用料の見通しについては、総務省が公営企業に対して最低限行うべき経営努力とされている、「下水

道使用料水準・月額 3,000 円／20 ㎥（税抜）」を基本に設定しています。 

今後とも住民負担の軽減を念頭においた経営の効率化に務めるとともに、一方で、人口減少下にお

いて下水道事業の安定経営を図るための収支バランス等を慎重に見据え、将来負担における公平性

の原則にもとづき、引き続き、適正な料金体系の検討を行います。 

 

■使用料 

一般家庭用使用料体系の 
概要・考え方 

■公共下水道、農業集落排水事業、コミュニティプラント 
使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水の量に応じ、
次の表に定めるところにより算出した合計額としています。 
 
料金表（１か月につき）税込 

基本料金 13 ㎥まで 1,570 円 

超過料金(1 ㎥につき) 13 ㎥超えるもの 157 円 

   
 

業務用使用料体系の 
概要・考え方 

一般家庭用と同様の料金体系としています。 

その他の使用料体系の 
概要・考え方 

一般家庭用と同様の料金体系としています。 

条例上の使用料*1 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

公共下水道  
令和 4 年度      2,669 円（税込み） 

令和 5 年度      2,669 円（税込み） 

令和 6 年度      2,669 円（税込み） 

 農業集落排水 
令和 4 年度      2,669 円（税込み） 

 令和 5 年度      2,669 円（税込み） 

 令和 6 年度      2,669 円（税込み） 

 
コミュニティプラント 

令和 4 年度      2,669 円（税込み） 

 令和 5 年度      2,669 円（税込み） 

 令和 6 年度      2,669 円（税込み） 

実質的な使用料*2 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

公共下水道 
令和 4 年度      3,368 円（税込み） 

令和 5 年度      3,065 円（税込み） 

令和 6 年度      3,065 円（税込み） 

 
農業集落排水 

令和 4 年度      3,267 円（税込み） 

 令和 5 年度      2,963 円（税込み） 

 令和 6 年度      2,963 円（税込み） 

 
コミュニティプラント 

令和 4 年度      2,750 円（税込み） 

 令和 5 年度      2,750 円（税込み） 

 令和 6 年度      2,750 円（税込み） 

*1 条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。 

*2 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。 
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（３）事業運営組織 

本町の下水道事業は上下水道課（下水道係）において運営しています。 

 【上下水道課】 職員９名 

課長  １名（上水道、下水道兼任） 

課長補佐 １名（上水道担当） 

技師長 １名（上水道担当） 

担当職員 ３名（上水道担当１名、下水道担当２名） 

嘱託職員 ３名（上水道担当１名、下水道担当２名） 

うち、下水道事業損益勘定支弁職員 ４名 

 

２．これまでの主な経営健全化の取組 

本町では、これまで下水道の普及を図るため施設及び管路の整備を継続的に進めてまいりました。ま

た、経営の安定化を図るべく、下水道接続の啓発・普及に努めています。 

さらに、下水道事業の効率的、効果的な経営をすべく内部的な改革、すなわち経費の節減や標準

化等による定型業務の工数縮減、民間事業者との予算折衝等による委託費の縮減についても鋭意

進めてきたところです。加えて、経営的には、固定費と変動費の考え方を導入し、滞納処理などはすでに

民間に委託し、固定費の削減にも努めているところです。 

このような取組を通じて経営の健全化を図る一方で、徳島県内でも検討が始まった広域化や新たな

民間活力の導入等など本町の枠組を超えての取組はこれからの課題となっています。これらについても、

今後積極的に検討を進めて参ります。 

 

３．経営比較分析表等を活用した現状分析 

本町の下水道事業（公共下水道事業、農業集落排水事業）に関わる現状分析は、「経営比較

分析表（令和 5 年度決算）」に示すとおりですが、補足すべき事項は次のとおりです。 

3.1 公共下水道事業 

（１）経常収支比率等 

令和 5 年度における経常収支比率は 136.01%（類似団体平均 110.77%）であり、類似団

体平均を上回っており、100％以上を維持しています。ただし、一般会計からの繰入金の比重も大きく、

接続推進等により使用料収入の増加に繋げていく必要性があります。 

流動比率は 236.48%（類似団体平均 189.51%）であり、類似団体平均を上回っています。 

企業債残高対事業規模比率は 3,278.15%（類似団体平均 1,414.79%）であり、類似団体

平均を上回っています。 

経費回収率は 85.40%（類似団体平均 25.29%）、汚水処理原価 163.15 円（類似団体

平均 617.20 円）から見ると、適切な料金体系の中で経営できていると考えられ、今後も継続していく

ことに努めます。 

（２）水洗化率 

令和 5 年度における水洗化率は、整備中の事業であるため 58.88%（類似団体平均 68.58%）

で、類似団体平均を下回っています。  

水道係 下水道係

上下水道課
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（３）老朽化の状況 

供用開始から 30 年未満であるから、老朽化は見受けられません。 

（４）全体総括 

本事業は整備段階にあり、事業基盤を構築中であると言えます。経営状況を正確に把握しつつ、費

用対効果に適した整備を継続することで、収益及び水洗化率を向上させる必要があります。 

 

3.2 農業集落排水事業 

（１）経常収支比率等 

令和 5 年度における経常収支比率は 100.00%（類似団体平均 106.35%）であり、類似団

体平均を下回っていますが、100％以上を維持しています。 

流動比率は 5.14%（類似団体平均 44.04%）であり、類似団体平均を大きく下回っています。 

企業債残高対事業規模比率は 1,954.63%（類似団体平均 839.21%）であり、類似団体平

均を上回っています。 

経費回収率は 61.85%（類似団体平均 52.05%）、汚水処理原価 217.73 円（類似団体

平均 301.86 円）から見ると、類似団体に比較して高水準で経営できていると考えられ、今後も継続

していくことに努めます。 

施設利用率は 55.59%（類似団体平均 46.26%）であり、類似団体平均を上回っています。 

（２）水洗化率 

令和 5 年度における水洗化率は、62.36%（類似団体平均 83.96%）で、類似団体平均を下

回っています。接続推進を継続し、接続率及び施設利用率を改善する必要があります。 

（３）老朽化の状況 

汚水処理場や中継ポンプ場の修繕、機器交換に要する費用は年々増加傾向にあります。ただし当

初整備から 30 年未満であることから、老朽管渠にあたる管渠はなく、管渠の更新や修繕については未

発生となっています。 

（４）全体総括 

経費回収率が低く、必要経費を使用料収入のみで回収出来ていない状況です。そのため、他会計

補助金に財源を依存して経営している状態にあります。また、流動比率が低く、第 1 四半期の緊急対

応が難しい状況であり、期末の現金残高を引き上げる運営を継続する必要があります。 
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る
。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
6
3
.
1
8

3
4
.
5
6

1
0
0
.
0
0

2
,
6
6
9

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)

1
4
,
5
6
6

処
理

区
域

内
人

口
(
人

)

1
4
.
3
4

1
,
0
1
5
.
7
6

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法

適
用

下
水

道
事

業
公

共
下

水
道

C
d
3

非
設

置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

5
年

度
決

算
）

徳
島

県
　

松
茂

町

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

0.
00

0.
50

1.
00

1.
50

2.
00

2.
50

3.
00

3.
50

4.
00

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

0.
00

3.
35

1.
24

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

14
0.
0
0

16
0.
0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

13
9.
2
0

13
7.
4
0

13
6.
0
6

平
均
値

-
-

10
5.
8
5

10
8.
0
8

11
0.
7
7

0.
00

2.
00

4.
00

6.
00

8.
00

10
.0
0

12
.0
0

14
.0
0

16
.0
0

18
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

2.
32

4.
57

6.
88

平
均
値

-
-

15
.3
6

13
.1
7

15
.9
4

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
00

①
経
常
収
支
比
率

(％
)

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

10
6.
8
8

15
.0
0

5.
61

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

12
7.
0
9

19
9.
6
6

23
6.
4
8

平
均
値

-
-

15
7.
3
0

22
4.
9
7

18
9.
5
1

0.
00

50
0.
0
0

1,
00
0
.0
0

1,
50
0
.0
0

2,
00
0
.0
0

2,
50
0
.0
0

3,
00
0
.0
0

3,
50
0
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

3,
05
4
.0
6

3,
12
2
.0
9

3,
27
8
.1
5

平
均
値

-
-

95
4.
2
9

1,
33
2
.2
3

1,
41
4
.7
9

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

83
.5
7

83
.4
7

85
.4
0

平
均
値

-
-

34
.0
3

26
.5
3

25
.2
9

0.
00

10
0.
0
0

20
0.
0
0

30
0.
0
0

40
0.
0
0

50
0.
0
0

60
0.
0
0

70
0.
0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

18
2.
8
3

18
3.
4
1

16
3.
1
5

平
均
値

-
-

47
0.
7
9

62
8.
9
9

61
7.
2
0

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

40
.0
0

45
.0
0

50
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

-
-

-

平
均
値

-
-

43
.7
6

40
.7
2

44
.1
7

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

59
.8
9

59
.2
6

58
.8
8

平
均
値

-
-

65
.7
5

67
.5
7

68
.5
8

②
累
積
欠
損
金
比
率

(％
)

③
流
動
比
率

(％
)

④
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率

(％
)

⑤
経
費

回
収
率
(％

)
⑥

汚
水

処
理
原

価
(円

)
⑦

施
設

利
用
率
(％

)
⑧
水
洗
化
率

(％
)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

(％
)

②
管

渠
老

朽
化
率
(％

)
③
管
渠
改
善
率

(％
)

【
1
0
5
.
9
1
】

【
3
.
0
3】

【
7
8
.
4
3
】

【
6
3
0
.
8
2
】

【
9
5
.
9
1
】

【
5
8
.
9
4
】

【
1
3
8
.
7
5
】

【
9
7
.
8
1
】

【
4
1
.
0
9
】

【
8
.
6
8
】

【
0
.
2
2
】
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経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

5
年

度
決

算
）

徳
島

県
　

松
茂

町

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

1
4
.
3
4

1
,
0
1
5
.
7
6

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法

適
用

下
水

道
事

業
農

業
集

落
排

水
F
2

非
設

置

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)

1
4
,
5
6
6

処
理

区
域

内
人

口
(
人

)
処

理
区

域
面

積
(
k
m
2
)

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
k
m
2
)

－

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

1
,
6
1
0

1
.
2
0

1
,
3
4
1
.
6
7

【
】

令
和

5
年

度
全

国
平

均

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

①
　

1
0
0
％

を
維

持
し

、
過

不
足

無
で

あ
る

。
②

　
未

発
生

で
あ

る
。

③
　

前
年

度
よ

り
増

加
し

て
い

る
が

、
平

均
値

を
下

回
っ

て
い

る
。

④
　

前
年

度
よ

り
減

少
し

て
い

る
が

、
平

均
値

を
大

き
く

上
回

っ
て

い
る

。
⑤

・
⑥

　
維

持
管

理
費

の
適

正
化

に
よ

り
、

平
均

値
と

比
較

す
る

と
好

水
準

を
維

持
し

て
い

る
。

⑦
・

⑧
　

新
規

接
続

が
増

加
し

た
こ

と
に

よ
り

、
水

洗
化

率
は

改
善

し
て

い
る

が
、

区
域

の
人

口
減

少
等

に
よ

り
有

収
水

量
が

減
少

し
て

い
る

た
め

、
施

設
利

用
率

が
前

年
度

よ
り

僅
か

に
減

少
し

て
い

る
。

接
続

推
進

を
継

続
し

、
接

続
率

及
び

施
設

利
用

率
を

改
善

す
る

必
要

が
あ

る
。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
7
5
.
5
1

1
1
.
1
2

1
0
0
.
0
0

2
,
6
9
9

汚
水

処
理

場
や

中
継

ポ
ン

プ
場

の
修

繕
、

機
器

交
換

に
要

す
る

費
用

は
年

々
増

加
傾

向
に

あ
る

。
た

だ
し

当
初

整
備

か
ら

3
0
年

未
満

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

老
朽

管
渠

に
あ

た
る

管
渠

は
な

く
、

管
渠

の
更

新
や

修
繕

に
つ

い
て

は
未

発
生

。
令

和
2
年

度
に

実
施

し
た

機
能

診
断

調
査

の
成

果
及

び
同

年
に

策
定

し
た

最
適

整
備

構
想

に
基

づ
き

、
各

年
度

の
費

用
を

平
準

化
し

つ
つ

計
画

的
に

施
設

の
更

新
を

実
施

す
る

。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

経
費

回
収

率
が

低
く

、
必

要
経

費
を

使
用

料
収

入
の

み
で

回
収

出
来

て
い

な
い

。
そ

の
た

め
、

他
会

計
補

助
金

に
財

源
を

依
存

し
て

経
営

し
て

い
る

状
態

に
あ

る
。

流
動

比
率

が
低

く
、

第
1
四

半
期

の
緊

急
対

応
が

難
し

い
状

況
で

あ
り

、
期

末
の

現
金

残
高

を
引

き
上

げ
る

運
営

を
継

続
す

る
必

要
が

あ
る

。

※
　

「
経

常
収

支
比

率
」

、
「

累
積

欠
損

金
比

率
」

、
「

流
動

比
率

」
、

「
有

形
固

定
資

産
減

価
償

却
率

」
及

び
「

管
渠

老
朽

化
率

」
に

つ
い

て
は

、
法

非
適

用
企

業
で

は
算

出
で

き
な

い
た

め
、

法
適

用
企

業
の

み
の

類
似

団
体

平
均

値
及

び
全

国
平

均
を

算
出

し
て

い
ま

す
。

0.
00

0.
01

0.
02

0.
03

0.
04

0.
05

0.
06

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

0.
05

0.
03

0.
03

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

10
0.
1
2

10
0.
0
0

10
0.
0
0

平
均
値

-
-

10
6.
0
7

10
5.
5
0

10
6.
3
5

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

0.
00

6.
85

9.
89

平
均
値

-
-

21
.8
5

25
.1
9

25
.4
6

0.
00

0.
02

0.
04

0.
06

0.
08

0.
10

0.
12

0.
14

0.
16

0.
18

0.
20

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
19

①
経
常
収
支
比
率

(％
)

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

14
0.
0
0

16
0.
0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

13
2.
0
4

14
5.
4
3

12
9.
8
9

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

40
.0
0

45
.0
0

50
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

3.
57

3.
45

5.
14

平
均
値

-
-

35
.6
9

38
.4
0

44
.0
4

0.
00

50
0.
0
0

1,
00
0
.0
0

1,
50
0
.0
0

2,
00
0
.0
0

2,
50
0
.0
0

3,
00
0
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

2,
44
8
.6
0

2,
12
6
.2
7

1,
95
4
.8
3

平
均
値

-
-

79
1.
7
6

90
0.
8
2

83
9.
2
1

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

68
.9
5

61
.4
9

61
.8
5

平
均
値

-
-

56
.2
6

52
.9
4

52
.0
5

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
0
0

30
0.
0
0

35
0.
0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

21
5.
8
9

24
1.
4
9

21
7.
7
3

平
均
値

-
-

28
2.
0
9

30
3.
2
8

30
1.
8
6

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

53
.1
3

55
.7
6

55
.5
9

平
均
値

-
-

66
.5
3

52
.3
5

46
.2
5

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

当
該
値

-
-

63
.3
7

62
.2
4

62
.3
6

平
均
値

-
-

84
.6
7

84
.3
9

83
.9
6

②
累
積
欠
損
金
比
率

(％
)

③
流
動
比
率

(％
)

④
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率

(％
)

⑤
経
費

回
収
率
(％

)
⑥

汚
水

処
理
原

価
(円

)
⑦

施
設

利
用
率
(％

)
⑧
水
洗
化
率

(％
)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

(％
)

②
管

渠
老

朽
化
率
(％

)
③
管
渠
改
善
率

(％
)

【
1
0
4
.
4
4
】

【
1
2
4
.
0
6
】

【
4
2
.
0
2
】

【
7
8
5
.
1
0
】

【
8
7
.
5
4
】

【
4
9
.
8
7
】

【
2
7
1
.
1
5
】
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第３章 将来の事業環境 

１．処理区域内人口の予測 

本町の行政区域内人口と処理区域内人口は、次の方法により推計しています。 

（１）行政区域内人口 

行政区域内人口の推計は、「国立社会保障・人口問題研究所(社人研)」による将来推計人口

（令和 5 年 12 月公表）と行政区域内人口実績値（住民基本台帳）を用いて推計しています。 

行政区域内人口の推計 

項目 R2 

（実績） 

R3 

（実績） 

R4 

（実績） 

R5 

（実績） 

R6 

（実績） 

R12 

推計 

R16 

推計 

R17 

推計 

社人研推計(人) 14,583     13,690  13,135 

対 R2 増減率 1.0000     0.9388  0.9007 

行政区域内人口(人) 14,859 14,722 14,669 14,482 14,286 13,949 13,497 13,384 

行政区域内人口は社人研推計と同様に減少傾向で推移するとして、令和 2 年度の行政区域内

人口実績値に増減率を乗じて推計しています。 

将来人口は５年ピッチの推計であることから、中間年は直線補間により推計しました。 

 

行政区域内人口の推計 
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（２）処理区域内人口 

公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントの処理区域内人口について、「松茂町汚水処理

構想（令和４年１月）」（以下、「処理構想」という。）に示されたそれぞれ長期目標（令和 17 年

度）を採用し、それ以外の年度は直線補間により推計しました。 

さらに、下水道事業全体として、公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントにおける推計結果

を合算しました。 

処理区域内人口＝R6 年度～R17 年度処理区域内人口（中間年度は直線補間） 

この結果、下水道全体でみると、経営戦略計画期間末の令和 16 年度には、少子高齢化等の影

響がありますが、公共下水道の整備による処理区域の拡大を行い、令和 7 年度以降で処理区域人口

（下水道全体）4,188 人程度の増加を目標としています。 

 

処理区域内人口と接続人口の推計 

区分 項目 R3 

（実績） 

R4 

（実績） 

R5 

（実績） 

R6 

（実績） 

R12 

 

R16 

目標 

R17 

長期目標 

公共 処理区域内人口(人) 4,802 4,929 5,005 5,355 7,915 9,743 10,198 

下水 接続率 59.9% 59.3% 58.9% 59.8% 64.2% 67.5% 70.0% 

 接続人口(人) 2,876 2,921 2,947 3,203 5,081 6,577 7,139 

農業 処理区域内人口(人) 1,619 1,618 1,610 1,600 1,455 1,371 1,353 

集落 接続率 63.4% 62.2% 62.4% 62.4% 65.6% 68.2% 70.0% 

 接続人口(人) 1,026 1,007 1,004 998 955 935 947 

コﾐ 処理区域内人口(人) 641 646 626 616 633 645 660 

プラ 接続率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 接続人口(人) 641 646 626 616 633 645 660 

下水 処理区域内人口(人) 7,062 7,193 7,241 7,571 10,003 11,759 12,211 

全体 接続率 64.3% 63.6% 63.2% 63.6% 66.7% 69.4% 71.6% 

 接続人口(人) 4,543 4,574 4,577 4,817 6,669 8,157 8,746 

※端数処理の関係で表示数値と計算結果が一致しないことがある。 

 

（３）接続人口 

公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントの接続人口は、それぞれ処理区域内人口に接続

率を乗じて推計しました。 

接続率は、処理構想に示された長期目標（令和 17 年度において接続率 70％）を採用し、それ

以外の年度の接続率は直線補間により推計しました。 

さらに、下水道事業全体として、公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントにおける推計結果

を合算しました。 

接続人口＝処理区域内人口×接続率（R17 年度において 70％を目標とする） 

この結果、下水道全体でみると、経営戦略計画期間末の令和 16 年度には、処理区域人口の増

加に加えて接続率の向上を図ることから、令和７年度以降で接続人口（下水道全体）は 3,340 人

程度増加を目標としています。 
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処理区域内人口と接続人口の推計（下水道全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理区域内人口と接続人口の推計（公共下水道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理区域内人口と接続人口の推計（農業集落排水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理区域内人口と接続人口の推計（コミュニティプラント） 
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２．有収水量の予測 

公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントにおける有収水量は、それぞれ接続人口に接続人

口 1人当たり有収水量（令和３～５年度の実績平均）を乗じて求めました。 

さらに、下水道事業全体として、公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントにおける推計結果

を合算しました。 

有収水量＝接続人口×1 人当たりの有収水量(R3～R5 年度実績平均) 

この結果、下水道全体でみると、経営戦略計画期間末の令和 16 年度には、処理区域人口の増

加に加えて接続率の向上を図ることから、令和 7 年度以降で有収水量（下水道全体）は約 586 千

㎥程度増加を目標としています。 

 

有収水量と料金収入の推計 

区分 項目 R3 

（実績） 

R4 

（実績） 

R5 

（実績） 

R6 

（実績） 

R12 

 

R16 

目標 

公共 接続人口(人) 2,876 2,921 2,947 3,203 5,081 6,577 

下水 有収水量(㎥) 524,409 499,269 505,405 560,274 888,708 1,150,540 

 1 人当たり有収水量(㎥/人) 182.34 170.92 171.50 174.92 174.92 174.92 

 料金収入(千円) 80,125 76,436 70,417 78,063 123,822 160,302 

 有収水量当たりの料金収入(円/㎥) 152.79 153.10 139.33 139.33 139.33 139.33 

農業 接続人口(人) 1,026 1,007 1,004 998 955 935 

集落 有収水量(㎥) 118,153 114,222 110,601 112,676 107,835 105,576 

 1 人当たり有収水量(㎥/人) 115.16 113.43 110.16 112.90 112.90 112.90 

 料金収入(千円) 17,588 16,962 14,894 15,173 14,521 14,217 

 有収水量当たりの料金収入(円/㎥) 148.86 148.50 134.66 134.66 134.66 134.66 

コﾐ 接続人口(人) 641 646 626 616 633 645 

プラ 有収水量(㎥) 72,450 72,960 70,725 69,580 71,518 72,874 

 1 人当たり有収水量(㎥/人) 113.03 112.94 112.98 112.95 112.98 112.98 

 料金収入(千円) 9,057 9,120 8,842 8,699 8,941 9,110 

 有収水量当たりの料金収入(円/㎥) 125.01 125.00 125.01 125.02 125.01 125.01 

下水 接続人口(人) 4,543 4,574 4,577 4,817 6,669 8,157 

全体 有収水量(㎥) 715,012 686,451 686,731 742,530 1,068,061 1,328,990 

 料金収入(千円) 106,770 102,518 94,153 101,935 147,284 183,630 

※端数処理の関係で表示数値と計算結果が一致しないことがある。 

 

有収水量の推計（下水道全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



12 

 

524 499 505
560 555

648
706

766
827

889
952

1,017
1,083

1,151

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

千㎥
有収水量

118
114

111 113 110 110 109 109 108 108 107 107 106 106

0

20

40

60

80

100

120

140

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

千㎥
有収水量

72 73 71 70 70 70 71 71 71 72 72 72 73 73

0

20

40

60

80

100

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

千㎥
有収水量

有収水量の推計（公共下水道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有収水量の推計（農業集落排水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有収水量の推計（コミュニティプラント） 
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３．料金収入の見通し 

公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントにおける使用料収入は、それぞれ有収水量に有収

水量 1 ㎥当たり使用料（令和３～５年度の実績平均）を乗じて求めました。 

さらに、下水道事業全体として、公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントにおける推計結果

を合算しました。 

料金収入＝有収水量１㎥当たり使用料(令和３～５年度の実績平均)×有収水量 

この結果、経営戦略計画期間末の令和 16 年度には、有収水量の増加に伴い、現行の料金水準

を維持した場合、令和 7 年度以降で料金収入（下水道全体）は約 82 百万円程度増加を目標と

しています。 

 

下水道使用料の推計（下水道全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道使用料の推計（公共下水道） 
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下水道使用料の推計（農業集落排水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道使用料の推計（コミュニティプラント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．施設の見通し 

（１）公共下水道 

公共下水道事業は、整備段階にあり、事業基盤を構築しているところです。 

今後とも、経営状況を正確に把握しつつ、費用対効果に適した整備を継続することで、収益及び水

洗化率の向上に取り組んでいきます。 

（２）農業集落排水 

農業集落排水事業は、施設整備が完了していることから、今後は、施設の適切な維持・管理を行い

ながら、改築・更新事業に取り組んでいくこととなります。 

汚水処理場や中継ポンプ場の修繕、機器交換に要する費用は年々増加傾向にあります。ただし当

初整備から 30 年未満であることから、老朽管渠にあたる管渠はなく、管渠の更新や修繕については未

発生となっています。 

令和２年度に実施した機能診断調査の成果及び同年に策定した最適整備構想に基づき、各年

度の費用を平準化しつつ計画的に施設の更新を実施する予定です。 

（３）コミュニティプラント 

コミュニティプラントは、昭和 61 年度に供用開始しており、平成３年度から松茂町に移管しています。

今後とも施設の適切な維持・管理を行います。  
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５．組織の見通し 

本町では、公共下水道事業、農業集落排水事業、コミュニティプラントを上下水道課（下水道係）

において管理運営しています。 

これら複数の事業管理を５名の職員で効率的に実施しており、今後も事業量に応じて、適切な人

事管理を行っていきます。 

また、将来の下水道事業を担う人材育成を図るため、経験のある職員による指導や職員研修などを

積極的に実施していきます。 

なお、公共下水道の整備や耐震化の促進などの事業量と、広域化や民間事業者等との連携による

経営の効率化を検討しつつ、下水道経営技術の維持・継承についても経営に支障をきたすことのないよ

う継続的に検討します。 

 

第４章 経営の基本方針 

（１）計画的な事業執行 

・下水道事業を継続的かつ安定的に行っていくため、一般会計の過度の負担とならないような事業規

模を考慮しつつ、できるだけ早期に面整備が完了できるよう事業の執行を行っていきます。 

・老朽化対策として、処理場の設備機器の更新計画を立て、事業を継続的かつ安定的に行っていきま

す。 

（２）効率的な事業執行 

・旧吉野川流域下水道の構成団体と徳島県が一体となり、経済メリットを活かした事業展開を進めて

いきます。 

・使用料の徴収について、水道事業に合わせ、徴収業務を委託することにより効率化を図ります。 

（３）下水道接続の促進 

・下水道接続の普及促進事業等により、水洗化率の向上に努めます。 

（４）適正な財源確保 

・水洗化率の向上に努めることにより、安定的な使用料収入の確保に努めていきます。 

・受益者負担金について、負担の公平性の観点からも未納をなくしていきます。 

・利用可能な国庫補助、企業債の確保に努めます。 
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第５章 投資・財政計画（収支計画） 

１．投資・財政計画について 

（１）投資について 

①投資に関する目標（計画期間 R16 年度末における目標） 

水洗化率：70％以上を目指します。（R6 年度 63.6％ 下水道全体) 

※令和６年度（公共下水 59.8%、農業集落排水 62.4％、コミュニティプラント 100.0％） 

②投資の考え方 

処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標で

あり、水洗化率向上のための普及啓発を図ります。 

水洗化率の向上を図ることは、有収水量と料金収入の増加に直結するため、本戦略では水洗化率

を重要な指標として位置づけています。 

 

③計画期間内の事業計画                                   （千円） 

年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

公共下水 136,931 146,400 183,600 183,600 183,600 183,600 136,500 136,500 136,500 136,500 

農業集落 14,924 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 

事業費計 151,855 153,371 190,571 190,571 190,571 190,571 143,471 143,471 143,471 143,471 

国庫補助 48,000 73,200 91,800 91,800 91,800 91,800 68,250 68,250 68,250 68,250 

企業債 68,200 73,200 91,800 91,800 91,800 91,800 68,250 68,250 68,250 68,250 

自己財源等 35,655 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 6,971 

財源計 151,855 153,371 190,571 190,571 190,571 190,571 143,471 143,471 143,471 143,471 
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④管渠、処理場等の建設・更新に関する事項 

生活排水処理を進めるため、管渠等の整備を進めていきます。 

⑤投資の平準化に関する事項 

下水道事業における投資については、ストックマネジメント計画に基づき、補助事業を主体とした事業

費の平準化を実施していきます。 

⑥防災・安全対策に関する事項 

施設の耐震化等を進めます。 

⑦その他 

該当ありません。 

 

（２）財源について 

①財源に関する目標（計画期間 R16 年度末における目標） 

経常収支比率：100％以上を維持することを目指します。（R6 年度 107％ 下水道全体) 

※令和 6 年度（公共下水 109%、農業集落排水 100％、コミュニティプラント 119％） 

②財源の目標に関する考え方 

経常収支比率は、当該年度の経常収益で維持管理費等の経常費用をどの程度賄えているかを示

す指標であり、健全経営を続けていくために一般会計からの繰入に過度に依存することのないよう使用

料収入等の確保に努め、単年度収支の黒字化を目指します。 

③使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項 

使用料収入は、有収水量当たりの使用料×有収水量で算定しました。 

使用料の見直しについては、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性に

ついて継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく考えとしています。 

④企業債に関する事項 

建設改良費に対し、国庫補助金と一般会計補助金を除いた額に対して起債を充てる予定としてい

ます。 

新規発行企業債の発行条件は、元利均等方式、償還期間 30 年、うち据置 5 年、利率は 5.0％

以内（2.4％）で想定しています。 

⑤繰入金に関する事項 

国が示している一般会計からの繰出しの基本的な考え方に沿って、繰入する試算としています。 

また、下水道施設の資本費及び維持管理に係る他会計出資金、補助金として財政部局と協議の

上、基準以外の繰入金も一般会計から繰入する試算としています。 

⑥資産の有効活用に関する事項 

現在、遊休資産が存在しないため、本計画では反映しておりません。なお、今後、人口減少等により

使用されなくなった施設等が生じた場合、その活用について検討します。 

⑦その他 

生活排水処理の意義や下水道事業の経営状況等について周知を図り、使用料収入の未納解消

に努めます。 

  



18 

 

（３）収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

①民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、

PPP/PFI など） 

業務の効率化や経費削減のため、農業集落排水の３処理区を一括して施設の維持管理、汚泥

清掃、敷地内の樹木管理業務等の外部委託を行っています。 

現行の委託業務形態が当面継続することを前提に試算しています。 

PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先進事例及びそれらのもたらす

効果等を勘案して、今後検討していきます。 

②職員給与費に関する事項 

令和 7 年度予算における「1 人当たりの年間給与」に「職員数」を乗じて試算しています。 

なお、基本給について昇給を考慮し、３年間で３％アップ、4 年目に人事異動による 2％ダウンのサ

イクルとしました。 

③動力費に関する事項 

有収水量当たりの動力費単価（令和 4 年度～令和 6 年度実績の平均）×物価上昇率に有収

水量を乗じて試算しています。 

物価上昇率は、四国地方における過去 10 年間（平成 27 年度から令和 6 年度）平均の消費

者物価指数（長期時系列データ 2020 年基準消費者物価指数：総務省）を参考にして 1.1％

に設定しました。 

④修繕費に関する事項 

修繕費（令和 4 年度～令和 6 年度実績の平均）に物価上昇率を乗じて試算しています。 

⑤委託費に関する事項 

委託費（令和 4 年度～令和 6 年度実績の平均）に物価上昇率を乗じて試算しています。 

⑥光熱水費、通信運搬費に関する事項 

光熱水費又は通信運搬費（令和 4 年度～令和 6 年度実績の平均）に物価上昇率を乗じて試

算しています。 

⑦その他 

その他（令和 4 年度～令和 6 年度実績の平均）に物価上昇率を乗じて試算しています。 

 

営業経費の見通し（下水道全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人件費を除いた営業経費の見込み、R7 年度は予算を採用 

  



19 

 

営業経費の見通し（公共下水道） 

 

 

 

 

 

 

 

※人

件費を除いた営業経費の見込み、R7 年度は予算を採用 

 

営業経費の見通し（農業集落排水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業経費の見通し（コミュニティプラント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上を踏まえた投資・財政計画と原価計算表は、次のとおりです。 

※「経営戦略策定・改定マニュアル(令和４年１月改定総務省)」に示された「経営戦略ひな形様式」 

・別紙様式第 2 号（法適用企業・収益的収支）投資・財政計画（収支計画） 

・別紙様式第 2 号（法適用企業・資本的収支）投資・財政計画（収支計画） 

・別紙原価計算表 
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7
1

2
3
,2

2
8

(K
)

1
4
9
,5

2
1

2
1
5
,8

1
4

2
0
9
,0

4
0

2
0
5
,2

9
6

1
8
6
,7

4
4

1
7
9
,9

2
3

1
7
3
,6

7
2

1
6
9
,6

1
1

1
5
8
,4

7
8

1
4
8
,9

1
9

1
3
7
,1

0
6

1
1
9
,2

0
2

う
ち

建
設

改
良

費
分

1
3
7
,6

0
5

2
0
3
,7

7
5

1
9
7
,3

8
3

1
9
3
,9

8
4

1
7
5
,3

7
7

1
6
8
,4

9
2

1
6
2
,2

0
0

1
5
8
,0

6
4

1
5
8
,0

6
4

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

1
0
7
,4

2
1

う
ち

一
時

借
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

う
ち

未
払

金
1
1
,4

8
1

1
1
,5

3
5

1
1
,1

9
0

1
0
,8

4
0

1
0
,8

9
0

1
0
,9

5
0

1
1
,0

0
0

1
1
,0

7
0

1
1
,1

2
0

1
1
,1

9
0

1
1
,2

4
0

1
1
,3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(L
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
(A

)-
(B

)
(M

)
7
0
,5

6
1

1
0
2
,0

0
5

1
0
0
,8

3
6

1
1
3
,9

5
9

1
2
2
,0

4
4

1
3
0
,3

1
3

1
3
8
,7

6
8

1
4
7
,3

9
2

1
5
6
,2

0
1

1
6
5
,1

9
5

1
7
4
,3

7
4

1
8
3
,7

3
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(N
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(O
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(P
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模

健
全

化
法

第
2
2

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(N
)
÷

(P
)
×

1
0
0

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(L

)
÷

(M
)

×
1
0
0

投
資

・財
政

計
画

（
収

支
計

画
）

流
動

資
産

流
動

負
債

累
積

欠
損

金
比

率
(I

)
÷

{
(A

)-
(B

)}
×

1
0
0

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
5
条

第
1
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

　
　
度

　
区

　
　
分

経
常

損
益

(C
)-

(D
)

特
別

利
益

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金
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様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
資

本
的

収
支

）

下
水
道
事
業
（
公
共
下
水
道
、
農
業
集
落
排
水
、
コ
ミ
ニ
ュ
テ
ィ
プ
ラ
ン
ト
合
算
）

R
5
公

共
下

水
の

み
R

6
 農

集
・
コ

ミ
プ

ラ
統

合
（

単
位

：
千

円
）

前
々

年
度

前
年

度
本

年
度

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

(決
算

)
(決

算
)

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

1
.

5
3
,3

0
0

4
5
,6

0
0

6
8
,2

0
0

7
3
,2

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

資
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

2
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

本
3
.

1
2
9
,8

8
3

2
0
4
,7

2
0

2
0
3
,7

7
5

1
9
7
,3

8
3

1
9
3
,9

8
4

1
7
5
,3

7
7

1
6
8
,4

9
2

1
6
2
,2

0
0

1
5
8
,0

6
4

1
4
6
,8

7
7

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

資
4
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

的
5
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

6
.

3
2
,6

0
0

1
2
,0

0
0

4
8
,0

0
0

7
3
,2

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

本
収

7
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

8
.

3
,8

0
3

1
,9

5
6

3
2
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

入
9
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

的
計

(A
)

2
1
9
,5

8
6

2
6
4
,2

7
6

3
2
0
,2

9
5

3
4
3
,7

8
3

3
7
7
,5

8
4

3
5
8
,9

7
7

3
5
2
,0

9
2

3
4
5
,8

0
0

2
9
4
,5

6
4

2
8
3
,3

7
7

2
7
3
,7

4
3

2
6
1
,8

8
9

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

純
　
計

　
(A

)-
(B

)
(C

)
2
1
9
,5

8
6

2
6
4
,2

7
6

3
2
0
,2

9
5

3
4
3
,7

8
3

3
7
7
,5

8
4

3
5
8
,9

7
7

3
5
2
,0

9
2

3
4
5
,8

0
0

2
9
4
,5

6
4

2
8
3
,3

7
7

2
7
3
,7

4
3

2
6
1
,8

8
9

収
1
.

1
1
2
,9

6
3

9
7
,9

7
8

1
6
4
,8

9
4

1
6
6
,5

4
0

2
0
3
,8

7
2

2
0
4
,0

0
6

2
0
3
,7

3
5

2
0
3
,7

3
5

1
5
6
,9

0
2

1
5
7
,0

3
5

1
5
6
,7

6
5

1
5
6
,8

9
8

資
7
,0

8
3

1
1
,6

3
7

1
3
,0

3
9

1
3
,1

6
9

1
3
,3

0
1

1
3
,4

3
5

1
3
,1

6
4

1
3
,1

6
4

1
3
,4

3
1

1
3
,5

6
4

1
3
,2

9
4

1
3
,4

2
7

本
2
.

1
2
9
,8

8
3

2
0
4
,7

2
0

2
0
3
,7

7
5

1
9
7
,3

8
3

1
9
3
,9

8
4

1
7
5
,3

7
7

1
6
8
,4

9
2

1
6
2
,2

0
0

1
5
8
,0

6
4

1
4
6
,8

7
7

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

支
的

3
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

支
4
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

出
5
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

計
(D

)
2
4
2
,8

4
6

3
0
2
,6

9
7

3
6
8
,6

6
9

3
6
3
,9

2
3

3
9
7
,8

5
6

3
7
9
,3

8
3

3
7
2
,2

2
7

3
6
5
,9

3
5

3
1
4
,9

6
6

3
0
3
,9

1
2

2
9
4
,0

0
8

2
8
2
,2

8
7

(E
)

2
3
,2

6
0

3
8
,4

2
1

4
8
,3

7
4

2
0
,1

4
0

2
0
,2

7
2

2
0
,4

0
6

2
0
,1

3
5

2
0
,1

3
5

2
0
,4

0
2

2
0
,5

3
5

2
0
,2

6
5

2
0
,3

9
8

1
.

1
2
,1

0
7

6
,0

3
6

3
5
,0

9
1

1
,8

9
5

1
,5

9
3

1
,7

5
8

1
,9

2
3

2
,0

8
8

2
,2

5
3

1
,7

7
5

1
,9

4
0

2
,1

0
5

2
.

0
1
5
,4

0
4

1
3
,2

8
3

1
8
,2

4
5

1
8
,6

7
9

1
8
,6

4
8

1
8
,2

1
2

1
8
,0

4
7

1
8
,0

3
1

1
8
,1

2
7

1
7
,6

9
2

1
7
,6

6
0

3
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
.

1
1
,1

5
3

1
6
,9

8
1

0
0

0
0

0
0

1
1
8

6
3
3

6
3
3

6
3
3

計
(F

)
2
3
,2

6
0

3
8
,4

2
1

4
8
,3

7
4

2
0
,1

4
0

2
0
,2

7
2

2
0
,4

0
6

2
0
,1

3
5

2
0
,1

3
5

2
0
,4

0
2

2
0
,5

3
5

2
0
,2

6
5

2
0
,3

9
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

2
,3

1
3
,0

9
6

2
,4

4
5
,1

4
8

2
,3

0
9
,5

7
4

2
,1

8
5
,3

9
1

2
,0

8
3
,2

0
7

1
,9

9
9
,6

3
0

1
,9

2
2
,9

3
8

1
,8

5
2
,5

3
8

1
,7

6
2
,7

2
4

1
,7

6
2
,7

2
4

1
,6

1
5
,1

0
4

1
,5

5
7
,9

6
5

○
他

会
計

繰
入

金
（

単
位

：
千

円
）

前
々

年
度

前
年

度
本

年
度

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

(決
算

)
(決

算
)

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

1
4
6
,6

3
8

8
9
,6

4
6

1
5
1
,7

8
0

7
0
,2

0
8

7
9
,3

4
2

5
3
,5

0
9

6
2
,2

0
1

3
6
,2

3
1

4
5
,5

0
0

1
9
,3

9
7

2
6
,3

4
7

2
0
,2

7
7

う
ち

基
準

内
繰

入
金

5
7
,2

3
9

2
9
,5

7
0

5
3
,2

1
0

2
6
,0

6
0

2
8
,6

8
0

2
0
,7

9
0

2
3
,3

6
0

1
5
,5

5
0

1
8
,3

9
0

1
0
,6

0
0

1
2
,8

0
0

1
1
,0

8
0

う
ち

基
準

外
繰

入
金

8
9
,3

9
9

6
0
,0

7
6

9
8
,5

7
0

4
4
,1

4
7

5
0
,6

6
2

3
2
,7

2
0

3
8
,8

4
1

2
0
,6

8
2

2
7
,1

1
0

8
,7

9
7

1
3
,5

4
7

9
,1

9
7

1
2
9
,8

8
3

2
0
4
,7

2
0

2
0
3
,7

7
5

1
9
7
,3

8
3

1
9
3
,9

8
4

1
7
5
,3

7
7

1
6
8
,4

9
2

1
6
2
,2

0
0

1
5
8
,0

6
4

1
4
6
,8

7
7

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

う
ち

基
準

内
繰

入
金

1
1
,7

0
7

3
8
,4

9
4

3
6
,4

7
0

3
1
,9

3
0

2
8
,7

4
3

2
4
,6

3
9

2
0
,5

1
3

1
6
,7

4
7

1
4
,6

5
7

2
0
,9

9
5

1
1
,1

4
6

1
7
,5

4
3

う
ち

基
準

外
繰

入
金

1
1
8
,1

7
6

1
6
6
,2

2
6

1
6
7
,3

0
5

1
6
5
,4

5
3

1
6
5
,2

4
1

1
5
0
,7

3
8

1
4
7
,9

7
9

1
4
5
,4

5
3

1
4
3
,4

0
7

1
2
2
,3

3
8

1
2
6
,0

9
7

1
2
6
,4

6
1

2
7
6
,5

2
1

2
9
4
,3

6
6

3
5
5
,5

5
5

2
6
7
,5

9
0

2
7
3
,3

2
6

2
2
8
,8

8
7

2
3
0
,6

9
3

1
9
8
,4

3
2

2
0
3
,5

6
4

1
6
6
,2

7
4

1
6
3
,5

9
0

1
4
5
,6

6
6

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
(D

)-
(C

)

補 填 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

合
　
　
　
計

補
填

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

　
　
度

　
区

　
　
分

収
益

的
収

支
分

資
本

的
収

支
分

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

そ
の

他

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

そ
の

他

(A
)
の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

投
資

・財
政

計
画

（
収

支
計

画
）

企
業

債
償

還
金

他
会

計
負

担
金

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

　
　
度

　
区

　
　
分

企
業

債
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下水道事業 供用開始年度(公共下水道) 平成21年度

（公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラントの合算） 供用開始年度(農業集落排水 長岸処理区) 平成７年度

供用開始年度(農業集落排水 中喜来処理区) 平成10年度

供用開始年度(農業集落排水 北川向処理区) 平成13年度

供用開始年度(コミュニティプラント 松茂ニュータウン) 昭和61年度

処理区域内人口(下水全体 R6年度) 7,571人

計算期間 自 ： 令 和 7 年 ４ 月

至 ： 令 和 17 年 ３ 月

（10年間）

最近１箇年間の実績

（R6年度決算見込）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

101,935 143,183 0 143,183

0 0 0 0

284,792 258,167 0 258,167

386,727 401,350 0 401,350

最近１箇年間の実績

（R6年度決算見込）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

10,520 11,437 0 11,437

6,517 11,301 0 11,301

0 0 0 0

36,000 32,538 0 32,538

53,037 55,277 0 55,277

人 給 料 （ 基 本 給 ） 2,824 2,982 0 2,982

件 手 当 （ 退 職 給 付 費 ） 0 0 0 0

費 諸 手当 、福 利費 、そ の他 2,361 2,337 0 2,337

66,210 66,754 0 66,754

71,396 72,073 0 72,073

資 39,335 31,567 31,567 0

本 192,448 206,652 206,652 0

費 2,466 11,235 11,235 0

234,249 249,454 249,454 0

358,682 376,804 249,454 127,350

料金算定期間(開始)R7 料金算定期間(終了)R16 料金算定期間 資産維持費率※

償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高) （標準値）

6,728,966 4,817,560 5,773,263 3%

※資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 173,198

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 300,548

料金収入／(料金対象経費+資産維持費) ：　(X)／((Y)＋(Z))＊１００＝ 47.64

＜料金水準についての説明＞

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

小 計

小 計

小 計

そ の 他

支 払 利 息

一

般

管

理

費

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

本町の下水道使用料は、汚水量に応じた料金体系としています。下水道経営の要である使用料の見通しについては、総務省が公営企業に対して最低限

行うべき経営努力とされている、「下水道使用料水準・月額3,000円／20㎥（税抜）」を基本に設定しています。

基本料金：13立方メートルまで、1,570円

超過料金：13立方メートルを超えるもの、１立法メートルあたり、157円

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

管

渠

・

処

理

場

費 そ の 他

原価計算表

収入の部

項 目

金額（千円）

使 用 料 (X)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支出の部

項 目

金額（千円）



23 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
収

益
的

収
支

）

公
共
下
水
道

R
5

R
6

本
年

度
（

単
位

：
千

円
，

％
）

前
々

年
度

前
年

度
2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

(決
算

)
(決

算
)

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

1
.

営
業

収
益

(A
)

7
0
,5

6
1

7
8
,1

3
3

7
7
,2

8
9

9
0
,4

0
6

9
8
,5

0
9

1
0
6
,7

9
7

1
1
5
,2

7
0

1
2
3
,9

2
8

1
3
2
,7

7
1

1
4
1
,7

9
8

1
5
1
,0

1
1

1
6
0
,4

0
8

収
(1

)
料

金
収

入
（

使
用

料
）

7
0
,4

1
7

7
8
,0

6
3

7
7
,2

7
3

9
0
,3

0
0

9
8
,4

0
3

1
0
6
,6

9
1

1
1
5
,1

6
4

1
2
3
,8

2
2

1
3
2
,6

6
5

1
4
1
,6

9
2

1
5
0
,9

0
5

1
6
0
,3

0
2

(2
)

雨
水

処
理

負
担

金
（

公
費

負
担

）
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(3
)

受
託

工
事

収
益

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

益
(4

)
そ

の
他

1
4
4

7
0

1
6

1
0
6

1
0
6

1
0
6

1
0
6

1
0
6

1
0
6

1
0
6

1
0
6

1
0
6

収
2
.

営
業

外
収

益
2
9
9
,4

9
8

2
3
0
,1

9
8

2
3
8
,3

1
0

2
0
6
,5

7
2

2
1
8
,0

8
1

1
9
4
,8

5
1

2
0
4
,0

1
4

1
7
8
,6

7
6

1
8
9
,9

9
2

1
6
5
,8

1
3

1
7
4
,5

1
9

1
7
0
,1

7
7

的
(1

)
補

助
金

1
5
0
,0

3
8

8
2
,6

8
3

1
2
1
,2

2
5

5
0
,1

4
7

5
9
,8

6
4

3
4
,4

6
1

4
3
,3

3
5

1
7
,3

3
9

2
6
,4

1
9

0
6
,5

1
1

0

他
会

計
補

助
金

1
4
6
,6

3
8

7
9
,1

8
3

1
2
1
,2

2
5

5
0
,1

4
7

5
9
,8

6
4

3
4
,4

6
1

4
3
,3

3
5

1
7
,3

3
9

2
6
,4

1
9

0
6
,5

1
1

0

収
そ

の
他

補
助

金
3
,4

0
0

3
,5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

益
(2

)
長

期
前

受
金

戻
入

1
4
9
,3

0
8

1
4
7
,3

9
8

1
1
6
,9

3
3

1
5
6
,0

0
0

1
5
8
,0

6
5

1
6
0
,2

3
8

1
6
0
,5

2
7

1
6
1
,1

8
5

1
6
3
,4

2
1

1
6
5
,6

6
1

1
6
7
,8

5
6

1
7
0
,0

2
5

入
(3

)
そ

の
他

1
5
2

1
1
7

1
5
2

4
2
5

1
5
2

1
5
2

1
5
2

1
5
2

1
5
2

1
5
2

1
5
2

1
5
2

収
入

計
(C

)
3
7
0
,0

5
9

3
0
8
,3

3
1

3
1
5
,5

9
9

2
9
6
,9

7
8

3
1
6
,5

9
0

3
0
1
,6

4
8

3
1
9
,2

8
4

3
0
2
,6

0
3

3
2
2
,7

6
3

3
0
7
,6

1
1

3
2
5
,5

3
0

3
3
0
,5

8
5

1
.

営
業

費
用

2
3
7
,4

5
4

2
4
7
,9

9
8

2
4
8
,2

8
4

2
4
9
,7

2
7

2
5
2
,2

6
6

2
5
4
,9

2
2

2
5
5
,5

4
3

2
5
6
,7

0
1

2
5
9
,4

4
5

2
6
1
,6

1
8

2
6
4
,1

8
0

2
6
6
,8

8
6

的
(1

)
職

員
給

与
費

5
,4

2
8

5
,1

8
6

5
,2

1
0

5
,2

6
2

5
,3

1
5

5
,3

6
8

5
,2

6
1

5
,3

1
4

5
,3

6
7

5
,4

2
0

5
,3

1
3

5
,3

6
6

基
本

給
3
,1

6
4

2
,8

2
4

2
,9

2
1

2
,9

5
0

2
,9

8
0

3
,0

1
0

2
,9

4
9

2
,9

7
9

3
,0

0
9

3
,0

3
9

2
,9

7
8

3
,0

0
8

収
退

職
給

付
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の

他
2
,2

6
4

2
,3

6
1

2
,2

8
9

2
,3

1
2

2
,3

3
5

2
,3

5
8

2
,3

1
2

2
,3

3
5

2
,3

5
8

2
,3

8
1

2
,3

3
5

2
,3

5
8

収
益

(2
)

経
費

2
2
,1

1
0

2
7
,9

9
3

1
9
,4

3
5

2
2
,9

0
9

2
3
,2

8
2

2
3
,6

6
3

2
4
,0

5
2

2
4
,4

5
0

2
4
,8

5
7

2
5
,2

7
3

2
5
,6

9
8

2
6
,1

3
2

動
力

費
1
,0

3
8

1
,0

3
9

1
,2

2
8

1
,3

3
2

1
,4

6
8

1
,6

0
9

1
,7

5
6

1
,9

0
9

2
,0

6
7

2
,2

3
2

2
,4

0
4

2
,5

8
1

的
修

繕
費

1
,1

8
9

4
,9

5
2

4
,3

0
6

4
,5

9
3

4
,6

4
4

4
,6

9
5

4
,7

4
6

4
,7

9
9

4
,8

5
1

4
,9

0
5

4
,9

5
9

5
,0

1
3

材
料

費
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

支
支

そ
の

他
1
9
,8

8
2

2
2
,0

0
2

1
3
,9

0
1

1
6
,9

8
3

1
7
,1

7
0

1
7
,3

5
9

1
7
,5

5
0

1
7
,7

4
3

1
7
,9

3
8

1
8
,1

3
6

1
8
,3

3
5

1
8
,5

3
7

(3
)

減
価

償
却

費
1
5
0
,4

5
9

1
4
8
,8

7
6

1
5
0
,8

5
1

1
5
7
,1

2
0

1
5
9
,2

2
5

1
6
1
,4

3
8

1
6
1
,7

6
7

1
6
2
,4

6
5

1
6
4
,7

4
1

1
6
6
,4

3
6

1
6
8
,6

7
1

1
7
0
,8

8
0

出
2
.

営
業

外
費

用
3
4
,8

9
3

3
5
,8

2
6

5
3
,3

7
2

3
4
,0

8
2

5
1
,0

2
2

3
3
,2

9
0

5
0
,5

7
8

3
2
,7

3
9

4
9
,8

8
6

3
1
,3

8
2

4
8
,0

5
5

2
9
,8

9
0

(1
)

支
払

利
息

3
4
,8

9
3

3
3
,3

6
1

3
3
,3

7
2

3
1
,6

1
2

3
1
,0

2
2

3
0
,8

2
0

3
0
,5

7
8

3
0
,2

6
9

2
9
,8

8
6

2
8
,9

1
2

2
8
,0

5
5

2
7
,4

2
0

(2
)

そ
の

他
0

2
,4

6
5

2
0
,0

0
0

2
,4

7
0

2
0
,0

0
0

2
,4

7
0

2
0
,0

0
0

2
,4

7
0

2
0
,0

0
0

2
,4

7
0

2
0
,0

0
0

2
,4

7
0

支
出

計
(D

)
2
7
2
,3

4
7

2
8
3
,8

2
4

3
0
1
,6

5
6

2
8
3
,8

0
9

3
0
3
,2

8
9

2
8
8
,2

1
3

3
0
6
,1

2
0

2
8
9
,4

3
9

3
0
9
,3

3
2

2
9
3
,0

0
0

3
1
2
,2

3
6

2
9
6
,7

7
6

(E
)

9
7
,7

1
2

2
4
,5

0
7

1
3
,9

4
3

1
3
,1

6
9

1
3
,3

0
1

1
3
,4

3
5

1
3
,1

6
4

1
3
,1

6
4

1
3
,4

3
1

1
4
,6

1
1

1
3
,2

9
4

3
3
,8

1
0

(F
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(H
)

0
△

 1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
　
(E

)+
(H

) 
9
7
,7

1
1

2
4
,5

0
5

1
3
,9

4
3

1
3
,1

6
9

1
3
,3

0
1

1
3
,4

3
5

1
3
,1

6
4

1
3
,1

6
4

1
3
,4

3
1

1
4
,6

1
0

1
3
,2

9
4

3
3
,8

0
9

(I
)

8
5
,1

0
9

1
9
4
,3

4
0

1
2
0
,9

4
6

1
5
2
,4

3
3

1
5
4
,0

2
0

1
5
5
,1

8
0

1
5
6
,3

8
0

1
5
7
,6

2
0

1
5
8
,9

0
0

1
6
0
,2

2
0

1
6
2
,0

4
1

1
6
2
,8

5
6

(J
)

3
5
3
,5

8
4

3
5
3
,7

0
3

3
8
1
,1

1
4

3
7
4
,9

9
1

3
7
0
,5

9
1

3
6
7
,1

8
6

3
6
3
,4

1
3

3
5
9
,3

6
3

3
5
3
,0

7
7

3
4
7
,8

0
6

3
4
2
,3

6
9

3
5
8
,4

6
6

う
ち

未
収

金
1
3
,6

4
3

7
,5

9
1

9
,6

2
3

1
1
,2

4
5

1
2
,2

5
4

1
3
,2

8
6

1
4
,3

4
1

1
5
,4

1
9

1
6
,5

2
0

1
7
,6

4
4

1
8
,7

9
2

1
9
,9

6
2

(K
)

1
4
9
,5

2
1

1
5
1
,3

3
1

1
5
7
,7

6
6

1
6
2
,9

9
6

1
5
2
,5

2
6

1
5
6
,8

0
4

1
6
0
,6

9
0

1
6
2
,0

9
7

1
5
6
,6

2
8

1
4
7
,0

4
9

1
3
5
,2

1
6

1
1
7
,3

0
2

う
ち

建
設

改
良

費
分

1
3
7
,6

0
5

1
4
1
,5

9
7

1
4
7
,7

5
9

1
5
3
,4

5
4

1
4
2
,9

3
9

1
4
7
,1

7
3

1
5
1
,0

3
8

1
5
2
,3

9
0

1
5
2
,3

9
0

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

1
0
7
,4

2
1

う
ち

一
時

借
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

う
ち

未
払

金
1
1
,4

8
1

9
,2

3
0

9
,5

4
0

9
,0

7
0

9
,1

1
0

9
,1

5
0

9
,1

8
0

9
,2

3
0

9
,2

7
0

9
,3

2
0

9
,3

5
0

9
,4

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(L
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
(A

)-
(B

)
(M

)
7
0
,5

6
1

7
8
,1

3
3

7
7
,2

8
9

9
0
,4

0
6

9
8
,5

0
9

1
0
6
,7

9
7

1
1
5
,2

7
0

1
2
3
,9

2
8

1
3
2
,7

7
1

1
4
1
,7

9
8

1
5
1
,0

1
1

1
6
0
,4

0
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(N
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(O
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(P
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

投
資

・財
政

計
画

（
収

支
計

画
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

　
　
度

　
区

　
　
分

経
常

損
益

(C
)-

(D
)

特
別

利
益

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金

流
動

資
産

流
動

負
債

累
積

欠
損

金
比

率
(I

)
÷

{
(A

)-
(B

)}
×

1
0
0

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
5
条

第
1
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(L

)
÷

(M
)

×
1
0
0

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模

健
全

化
法

第
2
2

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(N
)
÷

(P
)
×

1
0
0



24 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
資

本
的

収
支

）

公
共
下
水
道

R
5

R
6

（
単

位
：

千
円

）

前
々

年
度

前
年

度
本

年
度

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

(決
算

)
(決

算
)

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

1
.

5
3
,3

0
0

4
5
,6

0
0

6
8
,2

0
0

7
3
,2

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

資
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

2
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

本
3
.

1
2
9
,8

8
3

1
3
6
,4

7
3

1
4
1
,5

9
7

1
4
7
,7

5
9

1
5
3
,4

5
4

1
4
2
,9

3
9

1
4
7
,1

7
3

1
5
1
,0

3
8

1
5
2
,3

9
0

1
4
6
,8

7
7

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

資
4
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

的
5
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

6
.

3
2
,6

0
0

1
2
,0

0
0

4
8
,0

0
0

7
3
,2

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

9
1
,8

0
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

6
8
,2

5
0

本
収

7
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

8
.

3
,8

0
3

1
,4

5
6

3
1
9

0
0

0
0

0
0

0
0

0

入
9
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

的
計

(A
)

2
1
9
,5

8
6

1
9
5
,5

2
9

2
5
8
,1

1
6

2
9
4
,1

5
9

3
3
7
,0

5
4

3
2
6
,5

3
9

3
3
0
,7

7
3

3
3
4
,6

3
8

2
8
8
,8

9
0

2
8
3
,3

7
7

2
7
3
,7

4
3

2
6
1
,8

8
9

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

純
　
計

　
(A

)-
(B

)
(C

)
2
1
9
,5

8
6

1
9
5
,5

2
9

2
5
8
,1

1
6

2
9
4
,1

5
9

3
3
7
,0

5
4

3
2
6
,5

3
9

3
3
0
,7

7
3

3
3
4
,6

3
8

2
8
8
,8

9
0

2
8
3
,3

7
7

2
7
3
,7

4
3

2
6
1
,8

8
9

収
1
.

1
1
2
,9

6
3

7
9
,9

0
0

1
4
9
,9

7
0

1
5
9
,5

6
9

1
9
6
,9

0
1

1
9
7
,0

3
5

1
9
6
,7

6
4

1
9
6
,7

6
4

1
4
9
,9

3
1

1
5
0
,0

6
4

1
4
9
,7

9
4

1
4
9
,9

2
7

資
7
,0

8
3

1
1
,6

3
7

1
3
,0

3
9

1
3
,1

6
9

1
3
,3

0
1

1
3
,4

3
5

1
3
,1

6
4

1
3
,1

6
4

1
3
,4

3
1

1
3
,5

6
4

1
3
,2

9
4

1
3
,4

2
7

本
2
.

1
2
9
,8

8
3

1
3
6
,4

7
3

1
4
1
,5

9
7

1
4
7
,7

5
9

1
5
3
,4

5
4

1
4
2
,9

3
9

1
4
7
,1

7
3

1
5
1
,0

3
8

1
5
2
,3

9
0

1
4
6
,8

7
7

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

支
的

3
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

支
4
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

出
5
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

計
(D

)
2
4
2
,8

4
6

2
1
6
,3

7
3

2
9
1
,5

6
7

3
0
7
,3

2
8

3
5
0
,3

5
5

3
3
9
,9

7
4

3
4
3
,9

3
7

3
4
7
,8

0
2

3
0
2
,3

2
1

2
9
6
,9

4
1

2
8
7
,0

3
7

2
7
5
,3

1
6

(E
)

2
3
,2

6
0

2
0
,8

4
3

3
3
,4

5
1

1
3
,1

6
9

1
3
,3

0
1

1
3
,4

3
5

1
3
,1

6
4

1
3
,1

6
4

1
3
,4

3
1

1
3
,5

6
4

1
3
,2

9
4

1
3
,4

2
7

1
.

1
2
,1

0
7

5
,4

3
9

3
3
,4

5
1

1
,5

8
7

1
,1

6
0

1
,2

0
0

1
,2

4
0

1
,2

8
0

1
,3

2
0

7
7
5

8
1
5

8
5
5

2
.

0
1
5
,4

0
4

0
1
1
,5

8
2

1
2
,1

4
1

1
2
,2

3
5

1
1
,9

2
4

1
1
,8

8
4

1
2
,1

1
1

1
2
,7

8
9

1
2
,4

7
9

1
2
,5

7
2

3
.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
.

1
1
,1

5
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

計
(F

)
2
3
,2

6
0

2
0
,8

4
3

3
3
,4

5
1

1
3
,1

6
9

1
3
,3

0
1

1
3
,4

3
5

1
3
,1

6
4

1
3
,1

6
4

1
3
,4

3
1

1
3
,5

6
4

1
3
,2

9
4

1
3
,4

2
7

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

2
,3

1
3
,0

9
6

2
,2

2
2
,2

2
3

2
,1

4
8
,8

2
7

2
,0

7
4
,2

6
8

2
,0

1
2
,6

1
4

1
,9

6
1
,4

7
5

1
,9

0
6
,1

0
2

1
,8

4
6
,8

6
4

1
,7

6
2
,7

2
4

1
,7

6
2
,7

2
4

1
,6

1
5
,1

0
4

1
,5

5
7
,9

6
5

○
他

会
計

繰
入

金
（

単
位

：
千

円
）

前
々

年
度

前
年

度
本

年
度

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

(決
算

)
(決

算
)

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

1
4
6
,6

3
8

7
9
,1

8
3

1
2
1
,2

2
5

5
0
,1

4
7

5
9
,8

6
4

3
4
,4

6
1

4
3
,3

3
5

1
7
,3

3
9

2
6
,4

1
9

0
6
,5

1
1

0

う
ち

基
準

内
繰

入
金

5
7
,2

3
9

2
3
,8

5
0

3
6
,5

1
0

1
5
,1

0
0

1
8
,0

3
0

1
0
,3

8
0

1
3
,0

5
0

5
,2

2
0

7
,9

6
0

0
1
,9

6
0

0

う
ち

基
準

外
繰

入
金

8
9
,3

9
9

5
5
,3

3
3

8
4
,7

1
5

3
5
,0

4
7

4
1
,8

3
4

2
4
,0

8
1

3
0
,2

8
5

1
2
,1

1
9

1
8
,4

5
9

0
4
,5

5
1

0

1
2
9
,8

8
3

1
3
6
,4

7
3

1
4
1
,5

9
7

1
4
7
,7

5
9

1
5
3
,4

5
4

1
4
2
,9

3
9

1
4
7
,1

7
3

1
5
1
,0

3
8

1
5
2
,3

9
0

1
4
6
,8

7
7

1
3
7
,2

4
3

1
2
5
,3

8
9

う
ち

基
準

内
繰

入
金

1
1
,7

0
7

1
1
,0

8
4

1
1
,5

0
0

1
2
,0

0
0

1
2
,4

6
3

1
1
,6

0
9

1
1
,9

5
3

1
2
,2

6
7

1
2
,3

7
7

1
1
,9

2
9

1
1
,1

4
6

1
0
,1

8
4

う
ち

基
準

外
繰

入
金

1
1
8
,1

7
6

1
2
5
,3

8
9

1
3
0
,0

9
7

1
3
5
,7

5
9

1
4
0
,9

9
1

1
3
1
,3

3
0

1
3
5
,2

2
0

1
3
8
,7

7
1

1
4
0
,0

1
3

1
3
4
,9

4
8

1
2
6
,0

9
7

1
1
5
,2

0
5

2
7
6
,5

2
1

2
1
5
,6

5
6

2
6
2
,8

2
2

1
9
7
,9

0
6

2
1
3
,3

1
8

1
7
7
,4

0
0

1
9
0
,5

0
8

1
6
8
,3

7
6

1
7
8
,8

0
9

1
4
6
,8

7
7

1
4
3
,7

5
4

1
2
5
,3

8
9

他
会

計
補

助
金

投
資

・財
政

計
画

（
収

支
計

画
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

　
　
度

　
区

　
　
分

企
業

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

そ
の

他

(A
)
の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

そ
の

他

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
(D

)-
(C

)

補 填 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

合
　
　
　
計

補
填

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

　
　
度

　
区

　
　
分

収
益

的
収

支
分

資
本

的
収

支
分



25 

 

 

 

 

 

 

  

下水道事業（公共下水道） 供用開始年度(公共下水道) 平成21年度

処理区域内人口(R6年度) 5,355人

計算期間 自 ： 令 和 7 年 ４ 月

至 ： 令 和 17 年 ３ 月

（10年間）

最近１箇年間の実績

（R6年度決算）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

78,063 119,722 0 119,722

0 0 0 0

230,268 194,197 0 194,197

308,331 313,919 0 313,919

最近１箇年間の実績

（R6年度決算見込）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

1,039 1,859 0 1,859

4,952 4,751 0 4,751

0 0 0 0

22,002 17,365 0 17,365

27,993 23,975 0 23,975

人 給 料 （ 基 本 給 ） 2,824 2,982 0 2,982

件 手 当 （ 退 職 給 付 費 ） 0 0 0 0

費 諸 手当 、福 利費 、そ の他 2,361 2,337 0 2,337

65,943 65,303 0 65,303

71,129 70,623 0 70,623

資 33,361 30,195 30,195 0

本 148,876 162,359 162,359 0

費 2,465 11,235 11,235 0

184,702 203,789 203,789 0

283,824 298,387 203,789 94,598

料金算定期間(開始)R7 料金算定期間(終了)R16 料金算定期間 資産維持費率※

償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高) （標準値）

5,483,502 4,006,599 4,745,051 3%

※資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 142,352

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 236,949

料金収入／(料金対象経費+資産維持費) ：　(X)／((Y)＋(Z))＊１００＝ 50.53

＜料金水準についての説明＞

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

本町の下水道使用料は、汚水量に応じた料金体系としています。下水道経営の要である使用料の見通しについては、総務省が公営企業に対して最低限

行うべき経営努力とされている、「下水道使用料水準・月額3,000円／20㎥（税抜）」を基本に設定しています。

基本料金：13立方メートルまで、1,570円

超過料金：13立方メートルを超えるもの、１立法メートルあたり、157円

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

小 計

合 計 (Y)

小 計

管

渠

・

処

理

場

費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

小 計

一

般

管

理

費 そ の 他

そ の 他

合 計

支出の部

項 目

金額（千円）

受 託 工 事 収 益

原価計算表

収入の部

項 目

金額（千円）

使 用 料 (X)
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下水道事業（農業集落排水）

供用開始年度(農業集落排水 長岸処理区) 平成７年度

供用開始年度(農業集落排水 中喜来処理区) 平成10年度

供用開始年度(農業集落排水 北川向処理区) 平成13年度

処理区域内人口(R6年度) 1,560人

計算期間 自 ： 令 和 7 年 ４ 月

至 ： 令 和 17 年 ３ 月

（10年間）

最近１箇年間の実績

（R6年度決算）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

15,173 14,542 0 14,542

0 0 0 0

47,828 57,274 0 57,274

63,001 71,816 0 71,816

最近１箇年間の実績

（R6年度決算見込）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

6,733 6,791 0 6,791

1,322 5,462 0 5,462

0 0 0 0

10,806 11,860 0 11,860

18,861 24,112 0 24,112

人 給 料 （ 基 本 給 ） 0 0 0 0

件 手 当 （ 退 職 給 付 費 ） 0 0 0 0

費 諸 手当 、福 利費 、そ の他 0 0 0 0

204 969 0 969

204 969 0 969

資 5,974 1,372 1,372 0

本 36,876 37,597 37,597 0

費 0 0 0 0

42,850 38,968 38,968 0

61,915 64,050 38,968 25,081

料金算定期間(開始)R7 料金算定期間(終了)R16 料金算定期間 資産維持費率※

償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高) （標準値）

1,157,939 790,393 974,166 3%

※資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 29,225

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 54,306

料金収入／(料金対象経費+資産維持費) ：　(X)／((Y)＋(Z))＊１００＝ 26.78

＜料金水準についての説明＞

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

本町の下水道使用料は、汚水量に応じた料金体系としています。下水道経営の要である使用料の見通しについては、総務省が公営企業に対して最低限

行うべき経営努力とされている、「下水道使用料水準・月額3,000円／20㎥（税抜）」を基本に設定しています。

基本料金：13立方メートルまで、1,570円

超過料金：13立方メートルを超えるもの、１立法メートルあたり、157円

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

小 計

合 計 (Y)

小 計

管

渠

・

処

理

場

費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

小 計

一

般

管

理

費 そ の 他

そ の 他

合 計

支出の部

項 目

金額（千円）

受 託 工 事 収 益

原価計算表

収入の部

項 目

金額（千円）

使 用 料 (X)
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下水道事業（コミュミティプラント）

供用開始年度(コミュニティプラント) 昭和61年度

処理区域内人口(R6年度) 616人

計算期間 自 ： 令 和 7 年 ４ 月

至 ： 令 和 17 年 ３ 月

（10年間）

最近１箇年間の実績

（R6年度決算）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

8,699 8,920 0 8,920

0 0 0 0

6,696 6,696 0 6,696

15,395 15,616 0 15,616

最近１箇年間の実績

（R6年度決算見込）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

計算期間(年平均)

公費負担分

（Ｂ）

計算期間(年平均)

料金対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

計算期間(年平均)

2,748 2,788 0 2,788

243 1,089 0 1,089

0 0 0 0

3,192 3,313 0 3,313

6,183 7,190 0 7,190

人 給 料 （ 基 本 給 ） 0 0 0 0

件 手 当 （ 退 職 給 付 費 ） 0 0 0 0

費 諸 手当 、福 利費 、そ の他 0 0 0 0

63 482 0 482

63 482 0 482

資 0 0 0 0

本 6,696 6,696 6,696 0

費 1 0 0 0

6,697 6,696 6,696 0

12,943 14,367 6,696 7,671

料金算定期間(開始)R7 料金算定期間(終了)R16 料金算定期間 資産維持費率※

償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高) （標準値）

87,525 20,568 54,046 3%

※資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 1,621

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 9,293

料金収入／(料金対象経費+資産維持費) ：　(X)／((Y)＋(Z))＊１００＝ 95.98

＜料金水準についての説明＞

受 託 工 事 収 益

原価計算表

収入の部

項 目

金額（千円）

使 用 料 (X)

そ の 他

合 計

支出の部

項 目

金額（千円）

小 計

管

渠

・

処

理

場

費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

小 計

一

般

管

理

費 そ の 他

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

本町の下水道使用料は、汚水量に応じた料金体系としています。下水道経営の要である使用料の見通しについては、総務省が公営企業に対して最低限

行うべき経営努力とされている、「下水道使用料水準・月額3,000円／20㎥（税抜）」を基本に設定しています。

基本料金：13立方メートルまで、1,570円

超過料金：13立方メートルを超えるもの、１立法メートルあたり、157円

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

小 計

合 計 (Y)
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２．経営指標について 

以上の検討結果を踏まえて、重要な経営指標の状況を掲載します。 

（１）下水道全体 
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（２）公共下水道 
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（３）農業集落排水 
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（４）コミュニティプラント 
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※コミュニティプラントについては、建設投資を想定していないこと並びに企業債残高無しにつき、指標

グラフは該当なし。 
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３．投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

（１）今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化
に関する事項 

本町だけの取組には限界があるため、県及び近隣自治体と足並みを

揃えて、中長期的な将来を見据えて共同化等を検討していきます。 

投資の平準化に関する 
事項 

ストックマネジメント計画に基づき、計画的に実施し、投資額の平準化

を図っていきます。 

民間活力の活用に関する
事項（PPP/PFI など） 

PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先

進事例及びそれらのもたらす効果等を勘案して、今後検討していきます。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 

 

（２）今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する
事項 

経営環境の様々な変化をモニタリングし、料金改定の必要性について

も 5 年に一度は検証、検討を行い、財源の確保を図っていく必要があり

ます。 

資産活用による収入増加
の取組について 

下水熱・下水汚泥・発電等のエネルギー利用の取組などや、人口減

により使用されなくなった施設等の活用については、今後検討していきま

す。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 

 

（３）投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関する
事項（包括的民間委
託等の民間委託、指定
管理者制度、PPP/PFI
など） 

既に、施設管理、マンホールポンプ保守管理等を民間事業者に委託

しており、これらに加えて、他自治体の先進的取組事例の調査を行い、

民間活用における官民のリスク分担やそのことによる利害得失（リスク及

びメリット）を把握すると共に、引き続き、民間活力の活用を検討してい

きます。 

職員給与費に関する事項 

施設の整備更新を進めていくためには、技術系職員及び事務系職員

共に人員削減は困難であるものの、事務処理の効率化や組織統合とい

った職員給与費に関する事項について検討していきます。 

動力費に関する事項 
運転方法や管理方法、供給電力種別の見直しにより、可能な経費

縮減を行っていきます。 

薬品費に関する事項 現時点では、特にありません。 

修繕費に関する事項 

施設の老朽化が進んでおり、今後、修繕が必要になってきます。修繕

計画の立案により修繕費の節約及び平準化を図るとともに、施設の定

期点検等による施設の長寿命化を図っていきます。 

委託費に関する事項 

対象設備と人件費を適正に算出し、委託料を設定していきます。ま

た、民間活力の活用を検討するなかで、必要に応じて計画の見直しを行

っていきます。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 
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第６章 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

１．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA サイクルの考えに基づき、投資・財政計画の

達成状況について毎年度進捗管理を実施し、計画と実績の乖離を検証・対応していきます。 

また、使用料金の変更や民間活力の活用等により、収支計画の変更が必要となる場合においては、

本戦略を見直しするほか、概ね５年ごとに総合的な検証を行い、さらなる現状分析や社会状況の変化

などを考慮し、本戦略を更新します。 

 

２．経費回収率向上に向けたロードマップ 

経費回収率は、汚水処理に係る費用が、どの程度使用料収益で賄えているかを表した指標であり、

経費回収率が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料収益以外の収入で賄われ

ていることを意味します。 

本町の下水道事業における経費回収率は、令和 6 年度において下水道全体でみると 79.6％の見

込みであり、100％を下回っている状況です。 

下水道料金収入は、接続率の向上を図ることや処理区域内人口の増加に伴い、有収水量が増加

する見込みであることから、料金収入も同様の傾向で増加することが想定されます。 

一方、汚水処理に係る経費については、物価高騰等の影響により維持管理費が増加し、資本費の

うち、管路更新事業等の実施に伴い減価償却費も増加する見込みです 

汚水処理原価については、料金収入の増加が汚水処理経費の増加を上回ることにより、１㎥当たり

の処理原価は減少傾向で推移すると予想されます。 

これらを踏まえ、経費回収率の向上に向けたロードマップを以下に示します。 

経費回収率向上に向けて、経営戦略の見直しに併せて、下水道事業経営指標の動向を毎年度モ

ニタリングし、経営戦略の見直しに併せ、下水道料金体系の見直しの必要性についても検討してまいり

ます。 

 

経費回収率向上に向けたロードマップ 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

経営戦略計画期間            

経営戦略見直し ○     ○     ○ 

改定後計画期間            

 

業務目標（料金回収率向上に向けた業務目標） 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

経費回収率 ％ 79.6 77.3 89.8 84.1 101.5 94.7 113.6 105.4 125.7 116.6 138.3 

使用料単価 円/㎥ 137 137 137 138 138 138 138 138 138 138 138 

処理原価 円/㎥ 172 177 153 164 136 146 121 131 110 119 100 
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■実施予定時期 

・令和７年度～令和 16 年度（10 年間） 

 

■経費回収率向上に向けた取組 

・5 年に 1 度、経営戦略の進捗確認・改定を踏まえ、下水道使用料改定の必要性を検討します。 

・未接続の世帯に対し、水洗化啓発（チラシの配布・訪問等）を行い、水洗化率の向上による下水

道使用料の収入の確保を図ります。 

 

■業務目標 

・令和 16 年度における経費回収率 100％以上を目指します。 

 

（１）下水道全体 経費回収率の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公共下水道 経費回収率の見込み 
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（３）農業集落排水 経費回収率の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）コミュニティプラント 経費回収率の見込み 
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用語解説 

【企業債】 

・地方公共団体が地方公営企業建設、改良などに要する資金にあてるために起す地方債のことです。 

 

【企業債残高対事業規模比率(％)】 

・下水道事業の代表的な指標の一つで、「企業債現在高÷事業規模×100」で表示します。当該

指標は、下水道事業において、将来返済すべき企業債（借入金）の残高が、その事業の規模に

対してどの程度の割合を占めているかを示す財政指標です。下水道事業の財政健全性や資金負

担能力を把握するために用いられます。 

 

【経常収支比率(％)】 

・下水道事業の代表的な指標の一つで、「経常収益÷経常費用×100」で表示します。当該指標

が 100％以上である場合、単年度収支が黒字であることを意味します。 

 

【経費回収率(％)】 

・下水道事業の代表的な指標の一つで、「使用料収入÷汚水処理費×100」で表示します。当該

指標は、汚水処理に係る費用が、どの程度料金収益で賄えているかを表した指標です。経費回収

率が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が料金収益以外の収入で賄われていること

を意味します。 

・使用料単価(円)：料金収入÷有収水量 

・汚水処理原価(円)：｛経常費用ｰ(受託工事費+材料及び不用品売却原価+附帯事業費)-

長期前受金戻入｝÷有収水量 

 

【下水道普及率(％)】 

・下水道事業の代表的な指標の一つで、「処理区域内人口÷行政区域内人口×100」で表示しま

す。地域の生活環境の整備状況や衛生インフラの整備度合いを把握するために用いられます。 

 

【ストックトマネジメント】 

・既に整備された下水道施設（＝ストック）を対象に、計画的かつ効率的な維持管理・更新・長寿

命化を行うことで、持続可能な下水道サービスを確保するための管理手法を指します。施設の老朽

化、人口減少、財政制約といった課題に対応するため、既存施設の状態把握・健全度評価・更新

計画の策定・モニタリングを一体的に行うものです。 

 

【スペックダウン】 

・スペックダウン（spec down）」とは、製品やシステムの性能・仕様（スペック）を意図的に下げる

ことを意味します。自治体・公共事業の例では公共施設の新築をやめて既存施設を簡易改修する

（仕様縮小）、地域サービスで高額システム導入を見送り、既存ツールでの対応にとどめる、インフ

ラ更新で耐用年数や容量を抑えて安価な資材を採用するなどが挙げられます。 
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【長寿命化】 

・従来の対症療法型から、「損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換を図り、

公共施設等の定期的な施設点検を行い、損傷が拡大する前に適切な処置を行うことで、構造・設

備・機能などの耐久性を高め、公共施設等をできるだけ長く利用する手法のことです。 

 

【ダウンサイジング】 

・ダウンサイジング（downsizing）」とは、直訳すると「縮小化」「小型化」という意味で企業経営に

おけるダウンサイジングは経営資源をスリム化し、効率性を高めるために、組織や事業の規模を縮小

することです。 

 

【包括的民間委託】 

・地方公共団体が行政責任を果たすために必要な監督権等を留保したうえで、その業務を包括的に

民間（個人も含む）に委託する制度です。 

 

【補てん財源】 

・下水道事業における資本的収支（資本的収入と資本的支出）の不足額を補うための財源を指

します。これは、施設整備や更新等にかかる支出が、資本的収入（企業債、補助金など）だけで

は賄いきれない場合に、その不足分をカバーするために用いられます。 

・補填財源の内訳例では、損益勘定留保資金（収益的収支には現金収支を伴わない減価償却

費や長期前受金戻入益等が含まれるため、その差引額を資本的収支不足額に充当）、当年度

純利益（経常収支の黒字分を充当）、積立金（減債積立金等目的に応じて利益を積み立て

た積立金を取り崩して充当）などが該当します。 

 

【有収水量】 

・汚水処理水量のうち、下水道使用料金の徴収対象となった水量のことです。 

 

【有収率(％)】 

・下水道事業の代表的な指標の一つで、「年間有収水量÷年間汚水処理量×100」で表示します。

当該指標は、施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標です。 

 

【流動比率(％)】 

・下水道事業の代表的な指標の一つで、「流動資産÷流動負債×100」で表示します。当該指標

は、短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。 
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【PFI】 

・ＰＦＩ（Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）とは、公共施

設等の建設、維持管理、運営などを民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法

のことです。 

 

【DBO】 

・ＤＢＯ（Design Build Operate）とは、民間事業者に設計・建設・維持管理・運営等を長期

契約とし、業務を一括性能発注する手法です。 


